
 

おわりに  
 

本書の初版が出版された 2003 年頃は、輸入された冷凍ホウレンソウや冷凍餃子から

の残留基準値を超えた農薬が検出され、国内での無登録農薬の使用が問題となるなど、

食品中の残留農薬の安全性に対する社会的な不安が高まった時期でした。そのため、

農作物の残留農薬検査を実施する検査機関も大幅に増加しましたが、同時に分析結果

の信頼性に疑念を抱かせるような事例も見受けられるようになってしまいました。こ

のような事情に鑑み、日本農薬学会では農薬残留分析技術者の資質向上を目的とし、

「残留農薬分析セミナー」を開催し、そのテキストとして本書は活用されました。 

残留農薬は、ちょっとしたコツを知っておくと上手に分析できたりします。そして、

分析値を正しく解釈するためには、農薬に関する様々な関連法規を知っておく必要が

あります。残留農薬分析セミナーでは、皆さんが農薬残留分析者になるために必要な

様々なことを学んでください。これは、セミナー開講当時のオープニングで故・上地

雅子第 17 期学会長がお話ししていた定番の一節です。このお話の内容は、分析装置の

性能が向上し、迅速で簡易な分析手法が開発されてきた現在でも共通です。初めて残

留農薬分析に携わる方が、参考情報だけを頼りに残留農薬を分析することは容易なこ

とではありません。そして、ベテランと呼ばれる分析者も、農薬に関する様々な関連

法規は毎年改訂されていくので、情報収集を怠っていては分析値を正しく解釈するこ

とが出来なくなってしまいます。これが残留農薬分析セミナーを、残留農薬分析の技

術的なノウハウを体系的に学ぶ機会として四半世紀に渡り開講してきた理由です。 

2005 年頃には、生態影響や環境中における残留農薬の評価体系が改訂されたことな

どを反映して第２版が出版されました。この年は、食品衛生法が改正され残留農薬基

準に対するポジティブリスト制度が完全施行される前年で、残留農薬分析法は従来の

単成分分析法から多成分分析法主体に急速に移り変わり、GC-MS や LC-MS が急速に普汎

した時期です。本書の問答数は、第１版の 50 問から、第 2 版では 88 問となり、関係

法規、分析概論、分析操作、精度管理、環境分析に分類するようになりました。 

2012 年までの間は、残留農薬基準の見直しが進み、暫定基準が本来の残留基準ある

いは一律基準へと移行した時期です。残留農薬分析の公示分析法も拡充が図られ、よ

り多くの農薬に対応した試験法が通知されてきました。また、2011 年度からは、農薬

登録のための作物残留試験に GLP 制度が適用されました。GLP 制度下では、標準操作手

順と試験計画に従った分析、内部・外部精度管理など分析値の信頼性確保が必須とな

りました。そして、いわゆるシングルマス（-MS）からタンデム型マス（-MS/MS）など

の高性能分析装置の普及が進み、特に LC-MS/MS は、広範な農薬に対応し、分析法の迅

速・簡易化が図れることから、農薬残留分析分野での汎用機器となっていきました。

これらを反映して出版された第 3 版の問答数は 101 となりました。 

2018 年までの間には、農薬登録における作物残留試験の圃場例数の見直しが図られ

た他、家畜代謝・家畜残留試験や急性暴露評価が導入され、更には Codex の食品分類

に基づく作物群登録の導入が進むなど農薬取締行政の国際調和への取組みが図られま

した。これらを反映して出版された第 4 版の問答数は 115 となりました。一方で、本



 

書で紹介されている液々分配やカラム精製などの基本的な精製や、GC-ECD、-FPD、-NPD

や、HPLC-UV や FL（蛍光検出器）などの測定装置の操作、手動注入などの経験が無い

参加者の方が、初心者向けの残留分析セミナーでは多数となりました。2014 年からは、

農薬登録申請時に提出する資料が OECD ドシエ形式となり、各種残留試験の分析法や安

定性情報は、農薬の安全性評価の基本情報として、別枠で一括して取りまとめられる

ようになり残留分析に冠する知識の重要性が高まりました。 

今回の Web 版の公開までの間には、2018 年に農薬取締法が改正されて農薬登録の再

評価制度が始まり、その翌年には、農薬特定試験成績及びその信頼性の確保のための

基準に関する省令が施行されて農薬登録のための作物残留試験を含む多くの安全性評

価試験が OECD テストガイドライン準拠となりました。2024 年には、食品衛生基準に関

する行政担当が、厚生労働省から消費者庁に移管され、残留基準は内閣総理大臣が定

めることとなりました。 

これまでの「残留農薬分析 知っておきたい問答あれこれ」の改訂作業の際には、そ

の時々の農薬残留分析に係わる最新情報への更新を行ってきました。今回の会員サイ

トでの Web 版の公開においても、従前と同様に各種最新情報への記載修正や、さらに

詳しく知るための参考資料の追加やリンク先の更新を行いました。また、本書の初版

発刊時に生まれた方々皆さんが、実際の残留分析に従事し始めている時の流れを考慮

して、多くの記載を見直しました。そして、電子媒体の利点を生かしたタイムリーな

情報更新に加えて、秤量操作や検量線の作成などの教育動画を視聴できるようにし、

残留農薬分析の実務の理解を容易にする手助けとなるように進化しました。書籍版と

同様に残留農薬分析の基本やノウハウを得るための参考書として、農薬残留分析に係

わる皆様にご活用頂けると幸いです。 
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